
東京大学・大学院医学系研究科（医学部）・客員研究員

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０１

若手研究(B)

2017～2015

労働者のワーク・エンゲイジメントを高める認知行動療法プログラムの開発と効果検証

The effect of cognitive behavioral group therapy on improving work engagement 
among workers.

１０７００３７０研究者番号：

関屋　裕希（Sekiya, Yuki）

研究期間：

１５Ｋ２０９４３

平成 年 月 日現在３０   ６   ５

円     2,600,000

研究成果の概要（和文）：労働者のワーク・エンゲイジメントを高める研修プログラムの開発を目的とし、ポジ
ティブ心理学をベースとした組織開発手法であるAppreciative Inquiryを援用したプログラムを作成し、50名規
模の事業所で前後比較試験を行った。事前の調査より、部下のワーク・エンゲイジメントを高める上司の行動と
して「誠実さ」があることが明らかになったため、プログラムには「誠実さ」に関する上司向け教育も取り入れ
た。効果指標として、ユトレヒトワークエンゲイジメント尺度と新職業性ストレス簡易調査票を用いたが、前後
比較の結果、有意差は認められたものの、ワーク・エンゲイジメントが低減するという結果となった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to examine the effects of the Appreciative 
Inquiry based participatory program of activation of organization using a before after trial design 
among workers employed in a company of manufacturing industry. The analysis about the behavior of 
the managers which increase work engagement of their subordinates’ show that ‘Integrity’ had a 
significant positive association with work engagement(γ= 0.05, p=0.03). The educational program 
about ‘Integrity’ for managers was added before the participatory workshop. A score of work 
engagement (U-WES) significantly decreased at follow-up compared to the baseline（t=2.34, df=24, p<.
05).

研究分野： 産業精神保健
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
わが国における労働者のメンタルヘルス

不調は増加傾向にあり、その未然防止（第一
次予防）は事業場の健康管理において優先度
の高い課題である。第一次予防においては、
「労働者個人向けストレス対策」、「管理監督
者教育」、「職場環境等の評価と改善」の３つ
が主要なアプローチとして研究されている。 
なかでも、個人向けストレス対策は、労働

者のセルフケア能力の向上を目的として、自
己のストレス状態に早期に気づき、適切に対
処できるようになることを支援するもので
あり、事業所のメンタルヘルスケアの取り組
みの中で実施率が最も高く（厚生労働省平成
24 年労働者健康調査）、特に重要視されてい
る取り組みである。 
個人向けストレス対策の効果については、

多くの研究成果が蓄積されており、認知行動
療法（CBT）に基づく技法を取り入れたプロ
グラムが、抑うつ症状や不安症状を改善する
効果が大きいとされている。メタ分析の結果、
CBT アプローチの効果量（Cohen’sd）は、
0.68-1.16 であり、中程度の効果が報告され
ている[1]。 
平成 23 年度厚生労働省科学研究費労働安全
総合研究事業「労働者のメンタルヘルス不調
の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」
[2]に含まれている「科学的根拠にもとづく
（EBM）個人向けストレス対策のガイドライ
ン」においても、個人向けストレス対策のプ
ログラムでは、CBT アプローチに基づく技
法を単独で用いるか、リラクセーション技法
と組み合わせて実施することが推奨されて
いる。 
以上のような従来の個人向けストレス対

策の研究に加えて、労働者のポジティブな精
神健康に焦点をあてるアプローチにも注目
する。これまで職場のメンタルヘルス領域で
扱われてきた研究内容は、精神的・身体的不
健康やストレスなどネガティブな要因がほ
とんどであり、ワーク・エンゲイジメントや
職務満足度などポジティブな要因はあまり
扱われてこなかった。米国心理学会と米国国
立職業安全衛生研究所とが刊行している雑
誌 “ Jounal of Occupational Health 
Psychology”では、掲載された論文の約 95％
がネガティブな要因を結果指標として扱っ
ており、ポジティブな結果指標を扱った論文
は５％に満たなかった[3]。その反省から、ポ
ジティブ心理学の隆盛を受けて、個人のもつ
強みやポジティブな心理状態への注目が強
まっている。職域では特に、ワーク・エンゲ
イジメントという概念が注目されている。ワ
ーク・エンゲイジメントは、活力、熱意、没
頭によって特徴づけられる、仕事に関連する
ポジティブで充実した心理状態であり、仕事
に向けられる持続的かつ全般的な感情と認
知、と定義されている[4]。ワーク・エンゲイ
ジメントの結果要因としては、職務満足感や
組織へのコミットメント、業務パフォーマン

スがあり、有意な関連が示されている[5]。 
しかし、ワーク・エンゲイジメントを高め

る介入に関する先行研究はほとんどない。論
文検索に Pubmed を使用し、検索語を<work 
engagement>とし、制限を RCT、英語、と
した結果、５つの介入研究が該当したが、４
論文ではワーク・エンゲイジメントの有意な
改善効果は見られなかった[6, 7]。有意な改善
効果がみられた論文でも、効果量は小さく、
介入方法も物理的な環境へのアプローチで
あり、CBT に基づく介入によるワーク・エ
ンゲイジメントの改善効果を検討した研究
はない状況であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、労働者のワーク・エンゲイジ
メントの向上に焦点をあてたプログラムを
開発すること、また、プログラムについて、
前後比較試験により、介入から 1 カ月後時点
でのワーク・エンゲイジメント向上効果につ
いて明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1)文献レビュー 
ワーク・エンゲイジメントの向上を目的とし
た職場のメンタルヘルス対策の介入ツール
の世界動向について、文献レビューを行った。
論文検索に Pubmed を使用し、検索語を
<work engagement>とし、制限を RCT、英
語、研究対象者を 19-64 歳、とした結果、15
つの介入研究が該当した。介入研究でないも
のやプロトコル、ワーク・エンゲイジメント
についてでないものを除く５論文では、マイ
ンドフルネスに基づいたオンラインのプロ
グラムがワーク・エンゲイジメントの３つの
要素のうちの活力に、認知行動療法に基づい
た e-ラーニングのプログラムについて、ワー
ク・エンゲイジメントの有意な改善効果がみ
られていた[8][9]。個人向けストレス対策とし
ては、認知行動的アプローチに基づく介入が
有用である可能性が示された。一方で、部署
単位での対策など組織的な対策のワーク・エ
ンゲイジメントへの効果は検討されていな
いことが分かった。 
ワーク・エンゲイジメントを高める組織的な
介 入 方 法 の 可 能 性 の ひ と つ と し て 、
Appreciative Inquiry(AI)に注目した。AI は、
ポジティブ組織心理学をベースとした組織
開発の手法であり、従来の課題解決型の手法
ではなく、人や組織の強みや、組織の理想像
を対話によって見出して変化を促す組織開
発手法である。組織の問題点だけでなく、強
みや価値に注目するなど、認知面にアプロー
チする要素を含み、また、個人レベルでは変
えることの難しい仕事の資源にもアプロー
チできることから、ワーク・エンゲイジメン
トへの効果も期待できると考え、文献レビュ
ーを行った。論文検索にPubmed を使用し、
検索語を<appreciative inquiry>とし、制限
を英語、研究対象者を 19-64歳、とした結果、



33 つの介入研究が該当した。介入研究でない
ものやプロトコル、AI についてでないものを
除くと 23 論文が該当した。AI の枠組みを事
例分析をした 3 論文、半構造化面接に活用し
た 3 論文、フォーカスグループインタビュー
に活用した 4 論文、グループディスカッショ
ンに活用した 4 論文、web 調査に活用した 2
論文、エクササイズに活用した 1 論文と、研
究手法の一部に枠組みを活用した論文が 17
論文あった。残った 6 論文のうち 3 論文は、
ヴィジョンが共有できた等の質的評価であ
り、プロジェクトの成功やパフォーマンス等
の量的評価を行った 3 論文については、有意
な改善効果は見られていなかった[9][10][11]。
また、ワーク・エンゲイジメントを効果指標
として取り上げた研究はなかった。 
 
(2)プログラムの開発 
 文献レビューの結果を受け、AI をベースと
した従業員参加型の組織活性化のプログラ
ムを開発し、ワーク・エンゲイジメントへの
効果を検討することとした。従業員参加型の
職場環境改善活動においては、キーパーソン
である管理監督者の理解により活動の成否
が異なるとされているため[2]、管理監督者の
意識づけのための教育と従業員参加型の組
織活性化と２段階のプログラムとすること
とした。 
・管理監督者への教育 
イギリスの安全衛生庁（UK Health and 

Safety Executive; HSE）が、仕事のストレ
スを予防し軽減する管理監督者のマネジメ
ント能力（コンピテンシー）を測定する調査
票を管理監督者教育に活用することとした。
この調査票は、４領域 12 項目のコンピテン
シーを測定することができ、領域１．部下へ
の配慮と責任（誠実さ、感情コントロール、
配慮が出来る）、領域２．現在と将来の仕事
に対する適切な管理・伝達（見通し管理、問
題解決、メンバー意識を高める）、領域３．
チームメンバーへの積極的な関わり（身近な
存在、社交的、共感的）、領域４．困難な状
況における合理的な考えと対処（対人関係対
応、組織資源利用、責任をもって問題解決）
である。ある金融企業の 94 名の管理監督者
を対象に行われた教育プログラム「管理監督
者のための健康いきいきマネジメントガイ
ド」の効果検討のデータを活用し、プログラ
ム実施前後におけるマネジメントコンピテ
ンシーの変化と、部下が評定したワーク・エ
ンゲイジメントの変化との関連を検討した。
プログラムは全 1 回（1 回 150 分＋宿題、グ
ループワークありの参加型）で、コンピテン
シー調査票をセルフチェックツールとして
活用した。参加者は、プログラム受講前と介
入後１ヶ月の２時点でコンピテンシー調査
票日本語版に回答した。また各部署の従業員
に対して、プログラム実施前と１年後の２時
点で新職業性ストレス簡易調査票(BJSQ)に
よる調査を実施した。コンピテンシー調査票

では、総合得点および領域 1～4の領域得点、
12 の下位項目得点を求めた。BJSQ で測定さ
れたワーク・エンゲイジメントの変化量を従
属変数とし、コンピテンシー得点、上司性別、
上司年齢、部下性別、部下年代の５つの変数
を独立変数とするマルチレベル分析を行っ
た。マネジメントコンピテンシーの変化と、
部下が評定したワーク・エンゲイジメントの
変化との関連を検討した。94 名のうち異動
のなかった管理監督者 53 名（男性 51 名、
女性 2 名、平均年齢 44.28 歳）と、その 53
部署に所属し、異動のなかった部下 465 名
（男性 195 名、女性 270 名）を解析の対象
としたマルチレベル分析の結果、領域１の
下位項目「上司の誠実さ」が有意（p=0.027）
であった。また、「領域１．部下への配慮と
責任」が有意傾向（p=0.059）であった。 
この結果から、「上司の誠実さ」に焦点をあ
てた、管理監督者向けの教育を組み合わせ
て行うこととした。 
 内容としては、従業員参加のプログラム
の 2 週間前を目安として、1 回 60 分の時間
の枠組みの中で、「誠実さ」のコンピテンシ
ーの項目である「1. 部下のロールモデルに
なっている。」、「2. チームの仲間を大切に
する。」、「3. 部下に誠実に対応している。」、
「4. 自分はやると言ったことは実行す
る。」、「5. チームの仲間の陰口は決して言
わない。」の 5 項目を紹介し、実践するた
めの行動アイディアを出してもらい、行動
指針としてまとめてもらった。 
・AI を活用した従業員参加型の組織活性化プ
ログラム 
 日本国内で AI の資格認定制度を行ってい
る機関における AI 実施のトレーニングを踏
まえて、プログラム開発を行った。プログラ
ムは全 1 回（1 回 210 分＋1 か月後フォロー
アップ）とした。 
 プログラムの改善を目的として、作成した
試行版について、産業精神保健分野に関わる
産業医、保健師・看護師、人事労務担当者、
心理職 28 名を対象として、トライアルを行
い、手順や内容についてのアンケート調査を
実施した。その結果、時間の枠組み、プログ
ラムで使用する材料、プログラム内でのペ
ア・インタビューの説明方法に対する改善点
が出たため、それらを踏まえて、プログラム
の改訂を行い、完成版とした。 
全体の構成は下記のとおりであった。全体

の進め方や取り組むテーマについての紹介
（20 分）、個人と組織の強みを発見する
Discovery の段階（50 分）、組織の理想像を
具現化する Dream の段階（60 分）、理想像
に近づくための具体的な対策と行動計画を
たてる Design の段階（60 分）、実行段階で
ある Destiny に向けての説明（20 分）。 
 
(3)プログラムの効果検討 
従業員約 50 名の製造業の企業にて、全従

業員を対象に介入プログラムを前後比較試



験にて実施した。実施前と実施から３ヶ月後
に全従業員に自記式調査票への回答を求め
た。効果測定の指標として、ユトレヒト・ワ
ーク・エンゲイジメント尺度（U-WES）、新
職業性ストレス簡易調査票を使用した。本研
究は、東京大学大学院医学系研究科・医学部
倫 理 委員会 の 承認を 得 て実施 を し た
（10500-[2]）。 
 
４．研究成果 
(1)実施の流れ 
 製造業の企業にて、7 名の管理監督者を対
象に管理監督者向けの教育を、全従業員 44
名を対象に介入プログラムを前後比較試験
にて実施した。事前の管理監督者へのヒアリ
ングから、少人数ごとの分散事業場であるこ
とが組織活性化の阻害要因になっているこ
とが指摘されたため、「部署を超えていきい
きと意見やアイディアを出し合える職場を
つくるには？」というテーマにて実施をした。
活性化のアイディアとして、「全員が年に 1
度自身がメインで企画をする機会を設ける」、
「ローテーション休暇制度を取り入れる」、
「部門を超えたミーティングやコミュニケ
ーションの場を設ける」、「短期間の部門間
OJT など部門間のローテーションを行う」、
「資格取得を目指した社内勉強会の開催」、
「部門を超えた広報チームの立ち上げ」が挙
がった。このうち、「部門を超えたミーティ
ングやコミュニケーションの場を設ける」、
「部門を超えた広報チームの立ち上げ」に取
り組むこととなった。 
 
(2)介入効果 
実施前と実施から１ヶ月後に全従業員に

自記式調査票への回答を求めた。効果測定の
指標として、ユトレヒト・ワーク・エンゲイ
ジメント尺度（U-WES）、新職業性ストレス
簡易調査票を使用した。 

2 回の調査に両方回答した 24 名のデータ
について、解析を行った結果、U-WES にお
いて有意差が見られた（ t=2.34, df=24, 
p<.05）が、ワーク・エンゲイジメントが低
減するという結果であった。また、新職業性
ストレス簡易調査票におけるワーク・エンゲ
イジメントの項目についても有意差がみら
れた（t=2.73, df=24, p<.05）が同様にワー
ク・エンゲイジメントが低減するという結果
であった。 

 
(3)考察 
 本研究の結果、管理監督者向けの「誠実さ」
に焦点をあてた教育と AI をベースとした従
業員参加型の組織活性化プログラムには、ワ
ーク・エンゲイジメントの改善効果はないこ
とが示された。対象事業場へのフォローアッ
プの際に、プログラム実施から１か月後の事
後調査の直前に、本社の縮小移転が発表され
たとの報告があり、会社の経営状況等の影響
等もあったと考えられる。 

 本研究では研究参加者が当初の計画より
少なく、無作為化比較試験での実施には至ら
なかった。ワーク・エンゲイジメントの改善
効果の検討については、より対象を拡大して
継続して行う必要があると考えられる。 
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